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1.
2.

3.

記

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第52回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の
うえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
平成27年6月24日（水曜日）午後6時までに到着するようご送付いただ
きたくお願い申しあげます。　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具　

日 時
場 所

株主総会の目的事項
報 告 事 項

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

平成27年６月25日（木曜日）午前１０時
神戸市中央区港島中町6丁目9番地の1号
神戸国際会議場3階国際会議室301
（末尾の会場案内図をご参照ください。）

１． 第52期（平成26年4月1日から平成27年3月31日ま
で）事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２． 第52期（平成26年4月1日から平成27年3月31日ま
で）計算書類の内容報告の件

取締役４名選任の件
監査役１名選任の件 以　上　

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」を会場受付に
ご提出ください。また、議事資料として本招集ご通知をご持参くださいま
すようお願い申しあげます。

◎次の事項につきましては、法令並びに当社定款第15条の規定に基づき、
　インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kimuratan.co.jp/）に掲
載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。したがって、
本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計
監査人が監査をした対象の一部であります。

　①　連結計算書類の連結注記表
　②　計算書類の個別注記表
◎議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席いただく
ことが可能です。委任状を議決権行使書用紙とともにご提出ください。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生
じ た 場 合 は、イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.kimuratan.co.jp/）にて、修正後の事項を掲載させていただき
ます。

◎当日、当社役職員は、クールビズにて対応させていただきます。株主の皆様
におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。
第 52回定時株主総会の決議の結果につきましては、書面による決議通知はお送り
いたしませんのでご了承ください。決議の結果につきましては、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.kimuratan.co.jp/）に掲載させていただきます。
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事　業　報　告
平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

（添付書類）

1.　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果
　当連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）におけるわ
が国経済は、金融政策等を背景とした企業収益や雇用情勢の改善など、緩やか
な景気の回復傾向が見られました。
　一方、国内消費動向につきましては、所得環境は改善しているものの、生活
必需品などの物価上昇に追いついておらず、実収入の減少が消費マインドを低
下させ、個人消費は低調に推移しました。
　このような状況にありますが、当社は「売上拡大による収益性の回復」を目
指して、「新規売上の創出」「新規顧客の獲得」「新規取り組みの強化」の３
点に重点的に取り組んでまいりました。
　当期におきましては、新たな売上の創出を目指して、新ブランド「BOBSON」
ショップを展開、積極的店舗開発に取り組み、昨年９月より出店を開始、当期末
までに 44 店舗を開設いたしました。
　また、好調なネット通販をさらに拡大するべく、新規顧客の獲得と囲い込みを
重点施策として、キャンペーン等による顧客数の拡大を図るとともに、システム
強化によるお客様の買い求め易さ・利便性の向上にも努めてまいりました。
　さらに、専門量販店卸につきましては、当秋物よりオリジナル・ブランドの
アイテム数を大幅に増加させ、一層の取り組み強化による売上の拡大を図って
まいりました。
　海外事業においては、「安心・安全」を切り口に、日本製の製品をライン
アップに加え、中国、その他アジア地域における得意先数の拡大を目指してま
いりました。
　当期の業績は、さらなる円安の進行と長引く個人消費の低迷という厳しい環
境下、減収・減益を余儀なくされましたが、前掲の重点施策に全力で取り組
み、最終黒字を確保いたしました。
　売上高は、前年同期比2.4％減の46億59百万円となりました。販路政策の見直
しにより、昨年３月で総合スーパー卸取引を休止したことと、専門店夏物受注
の低迷、海外事業の不調が主な減少要因であります。一方、ショップ業態は店
舗数の拡大により売上を伸ばし、さらに、ネット通販が前期に引き続き好調に
推移、専門量販店卸も大幅増となりました。
　売上総利益率は、円安による押下げ要因があるものの、コスト抑制の成果に
加え、リテール事業の売上構成比が高まった結果、前期から2.9ポイント増の
49.3%となり、売上総利益額は、前年同期比3.6％増の22億95百万円となりまし
た。
　販売費及び一般管理費につきましては、総合スーパー、専門店卸の売上減に
伴う費用の減少がありましたが、新規出店に伴う人件費、家賃等の店舗経費の
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増加、広告宣伝・販売促進費の増加、ネット通販の売上増に伴う費用の増加等
により、前年同期比3.8%増の22億68百万円となりました。
　以上の結果、営業利益は27百万円（前年同期比7.9％減）、経常利益は16百万
円（同5.4％増）、当期純利益は4百万円（同29.2％減）となりました。

＜リテール事業＞
　ショップ業態では、既存店ベースの売上高は、前年同期比4.8%減と厳しい状
況となりました。上期はほぼ前期なみとなりましたが、下期以降は、消費マイ
ンドの冷え込みが顕著に見られ、大型台風や豪雪などの天候要因も加わって、
低調に推移しました。出退店につきましては当期においてインショップ21店
舗、BOBSONショップ44店舗を新規出店、一方５店舗の閉店を実施し、当期末
の店舗数は235店舗となりました。
　以上の結果、ショップ業態の全店ベースの売上高は、前年同期比5.0％増の29
億67百万円となりました。
　ネット通販では、顧客獲得キャンペーンの効果もあり、会員数は順調に増加
いたしました。また、前期に引き続きアウトレット販売が好調な推移となり、
売上高は前年同期比13.0％増の５億57百万円となりました。
　以上の結果、リテール事業全体の売上高は前年同期比5.9％増の35億25百万円
となりました。セグメント利益は主として円安の影響により売上総利益率が低
下したことにより、前年同期比5.9%減の２億97百万円となりました。

＜ホールセール事業＞
　ホールセール事業では、専門量販店でのオリジナル商品の提案アイテム数強
化と、専門店における秋物以降の受注拡大を目指して得意先数の拡大に取り組
んでまいりました。
　通期の売上高は、前年同期比 15.9％減の 10 億 88 百万円となりました。 価格・
販路政策見直しにより総合スーパー卸取引を休止したことと、専門店での夏物
受注の低迷が減少要因であります。一方で、専門量販店については、2014 年秋物
よりオリジナル商品比率を拡充させたことに伴い、大幅に拡大いたしました。
　セグメント利益につきましては、販路政策の転換が利益改善に寄与するとこ
ろとなり、前年同期比95.1％増の75百万円となりました。

＜海外事業＞
　海外事業では、中国子会社の取り扱いブランドに、日本製の「愛情設計」を
加え、「安心・安全」を切り口として、得意先の開拓に努め、数社と取引を開
始いたしましたが、全体を押し上げるまでには至りませんでした。
　一方、中国の既存主力得意先における販売不調の影響で、当社卸販売も大き
く落ち込む結果となりました。
　以上の結果、売上高は前年同期比69.5％減の45百万円、セグメント損益は、
売上高の大幅減により固定費をカバーすることができず、17百万円の損失とな
りました。
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⑵　設備投資の状況
　当期において実施いたしました設備投資の総額は、有形固定資産84百万円、
無形固定資産16百万円となり、その主なものは、BOBSONショップの店舗設備
及びネット通販のソフトウエアの購入であります。

⑶　資金調達の状況
　当社取引金融機関から長期借入金として総額５億80百万円の資金調達を実施
いたしました。

⑷　財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

②　当社の財産及び損益の状況の推移

（注）1株当たり当期純利益は、期中平均株式数（期中平均自己株式数を除く）により算出しており
ます。
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⑸　対処すべき課題
①　収益性の維持・向上
　アパレル業界におきましては、低価格商品が広く消費者に浸透しており、デ
フレからの本格的な脱却にはまだ時間がかかるものと予想されます。さらに、
足元の為替相場は１ドル120円程度で定着しており、約15％程度のコスト上昇圧
力に直面する状況となっております。
　このような状況を踏まえ、今後の販路政策を再度見直し、収益の見込める販
路に資源を集中するとともに、製品コストの抑制についても一層の取組みが急
務であると認識しております。
　販路政策につきましては、インショップ、ネット通販の収益拡大に集中して
取組み、卸販売の各業態については、固定費を抑制し、徹底したローコストオ
ペレーションにより、収益性の維持を目指します。
　BOBSONショップにつきましては、当期における店舗販売が、当初の見込み
に対し弱含みの推移となったことを踏まえ、次期においては、新規出店は抑制
し、商品の品揃え、価格政策やオペレーションについての見直しを行い、既設
店舗の売上の引き上げを図ってまいります。　
　コスト面では、円安によるコスト上昇を抑制するため、2015年秋物より、海
外メーカーとの直接貿易の比率をさらに拡大、中国におけるよりローコストな
生産背景の開拓、さらには、アジア諸国での生産についても取組んでまいりま
す。
②　在庫の削減等
　当社では、当期においてBOBSONショップを中心に、積極的な新規出店を実
施し、期末店舗数は前期末に対し60店舗増の235店舗となりました。これらの店
舗数の増加に加え、BOBSONショップの販売が低調な推移となったことによ
り、商品及び製品在庫が、前期末に対し３億11百万円増加いたしました。その結
果、営業活動によるキャッシュ・フローは３億89百万円の支出となり、２期連
続してマイナスとなっております。
　前期におけるマイナスのキャッシュ･フローは、海外メーカーとの直接貿易比
率を引き上げたことに伴う、仕入債務の支払サイトの短縮が主な要因であり、
これはコスト削減を目的とした政策的な取組みによるものです。当期における
マイナスのキャッシュ･フローは、店舗数の増加に伴う在庫の増加が主な要因で
すが、あらかじめ必要な資金を確保しております。なお、当期末においても次
期に向けた資金調達は一部開始済みであり、また、複数金融機関と当座貸越契
約を締結しており、機動的かつ安定的な資金調達が実現できております。
　次期におきましては、BOBSONショップの新規出店を一時凍結するととも
に、既設店舗の販売計画の見直しと仕入調整により、在庫の増加を抑制いたし
ます。加えて、ネット通販を中心とするアウトレット販売は当期において大き
く伸長いたしましたが、次期以降も一層強化し、在庫の削減、回転率の向上に
努め、キャッシュ・フローの改善を図ってまいります。
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⑹　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係
　　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

⑺　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社グループは、ベビー・子供の衣料、服飾関連雑貨製品等の企画、製造及
び販売を事業内容としており、主要品目は、ベビー・子供衣料、服飾雑貨全
般、ベビー用寝具、浴用品であります。

⑻　主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）
　　当社本店　　　兵庫県神戸市中央区京町72番地
　（注）平成27年３月31日付で、東京営業所を閉鎖し、本社に統合いたしました。

⑼　従業員の状況
①　企業集団の従業員の状況（平成27年３月31日現在）
　

②　当社の従業員の状況（平成27年３月31日現在）
　

　　
⑽　主要な借入先及び借入額（平成27年３月31日現在）

　

　

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。

従業員数 前年度末比増減
354名 38名増

従業員数 前年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
72名 2名減 42歳９ヵ月 12年２ヵ月

（注）従業員数は就業人員を記載しており、子会社への出向者10名は含まれておりません。

株 式 会 社
株 式 会 社
株 式 会 社

379百万円

213百万円

158百万円

借　　  入　  　先 借入金残額

日本政策金融公庫
み ず ほ 銀 行
山 陰 合 同 銀 行

名　　　　称 議決権比率 主要な事業内容
当社店舗における
販売業務の受託株式会社キムラタンリテール

上海可夢楽旦商貿有限公司

100.0％

100.0％

資本金

１百万円

44百万円 中国国内における
卸販売及び輸出入
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2.　株式に関する事項（平成27年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数　　　 1,000,000,000株
⑵　発行済株式の総数　　　　790,009,671株（自己株式83,430株を除く）
⑶　株主数　　　　　　　　　　　29,356名
⑷　上位10名の大株主

3.　会社の新株予約権等に関する事項
⑴　会社役員が有する新株予約権等のうち、職務執行の対価として交付
されたものに関する事項
　該当事項はありません。
⑵　事業年度中に使用人等に対して職務執行の対価として交付された新
株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。

株　　  主　  　名
日本マスタートラスト信託銀行（信託口）

日本トラスティ･サービス信託銀行（信託口6）

日本トラスティ･サービス信託銀行（信託口5）

日本トラスティ･サービス信託銀行（信託口3）

日本トラスティ･サービス信託銀行（信託口1）

株 式 会 社 ウィン フィー ルド

日本トラスティ･サービス信託銀行（信託口2）

御 所 野 　 　 　 侃

有 限 会 社 協 和 商 事

中 西 富 朗

11,783

 9,808

 9,630

 9,550

 8,650

 7,526

 7,157

 6,501

 5,743

 5,570

（千株）持株数

1.49

1.24

1.21

1.20

1.09

0.95

0.90

0.82

0.72

0.70

（％）持株比率

（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（83,430株）を控除して計算しております。
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4.　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

⑵　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

（注） １．取締役竹辺圭祐氏は、平成27年１月31日付で辞任を申し出られ、退任いたしました。
２．監査役林邦雄氏及び軸丸欣哉氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、林邦
雄氏は、株式会社東京証券取引所に独立役員として届けております。

地位及び担当 氏　名 重要な兼職の状況

代表取締役社長

専務取締役（海外担当）

常務取締役（財務担当）

常勤監査役

監査役

監査役

浅 川 岳 彦

岡 村 秀 信

木 村 裕 輔

高 田 新 一

林 　 邦 雄

軸 丸 欣 哉

上海可夢楽旦商貿有限公司 董事長

株式会社平和堂　社外監査役

（注）１．上記には、事業年度中に辞任した取締役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬限度額は、昭和61年４月28日開催第22回定時株主総会において、月額15百万
円とすることで決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催第31回定時株主総会において、月額５百万
円とすることで決議いただいております。

取締役（うち社外取締役）
監査役（うち社外監査役）

合　計

区　　　分 人　数

4名（1名）

3名（2名）

7名（3名）

報酬等の総額

37百万円（ 5百万円）

13百万円（ 7百万円）

50百万円（13百万円）
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職及び当社と当該他の法人等との関係
社外監査役軸丸欣哉氏は、株式会社平和堂の社外監査役であります。株式
会社平和堂は、当社の主要な得意先であり、当社製品を販売しておりま
す。

②　当事業年度における主な活動状況

　
③　責任限定契約の内容の概要　　
会社法第427条第1項及び当社定款第30条の規定に基づき、同法第423条第1
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任限度額は、金300万円または法令で規定する額のいずれか高
い額としております。

④　社外取締役を置くことが相当でない理由　　
当社は、客観的な立場で経験に基づく幅広い識見からの意見を経営判断に
取り入れることにより、健全で透明性の高い経営の実現を図るために、平
成21年６月25日に、竹辺圭祐氏を社外取締役として選任いたしました。し
かしながら、竹辺氏は、平成27年１月31日付で辞任を申し出られ退任され
たため、当事業年度の末日において、社外取締役は在任しておりません。
当社は、社外取締役の客観性、独立性が健全な経営の実現に資するものと
考えており、平成27年６月25日開催予定の定時株主総会において、新たに
社外取締役１名を選任する予定であります。

区分 氏名

社　外
取締役

当事業年度に開催された取締役会13回（うち定例取締
役会は13回）中12回に出席し、主として経営管理的な
見地から、議案審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。また当事業年度に開催の監査役会11回中10回に
出席し、監査結果について意見交換、監査に関する重
要事項の協議などを行っております。
当事業年度に開催された取締役会13回（うち定例取締
役会は13回）中13回に出席し、主として弁護士として
の専門的見地から、議案審議等に必要な発言を適宜
行っております。また当事業年度に開催の監査役会11
回中11回に出席し、監査結果について意見交換、監査
に関する重要事項の協議などを行っております。

竹辺圭祐

当事業年度に開催された取締役会13回（うち定例取締
役会は13回）中10回に出席し、必要に応じ、企業経営
者としての専門的見地から議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。

出席状況及び発言状況

社　外
監査役

林　邦雄

軸丸欣哉
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5.　会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称
　神明監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　当社都合の場合の他、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違
反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役
会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解任
または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規則に則り「会計監査人の解任
または不再任」を株主総会の附議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会
はそれを審議いたします。

⑷　責任限定契約に関する事項
　当社と会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額となっ
ております。

（注）

①　当事業年度に係る報酬等の額
　　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

②　当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

当社と会計監査人との監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも区分できませんので、上記①の
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

15百万円

15百万円

支払額



⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職及び当社と当該他の法人等との関係
社外監査役軸丸欣哉氏は、株式会社平和堂の社外監査役であります。株式
会社平和堂は、当社の主要な得意先であり、当社製品を販売しておりま
す。

②　当事業年度における主な活動状況

　
③　責任限定契約の内容の概要　　
会社法第427条第1項及び当社定款第30条の規定に基づき、同法第423条第1
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任限度額は、金300万円または法令で規定する額のいずれか高
い額としております。

④　社外取締役を置くことが相当でない理由　　
当社は、客観的な立場で経験に基づく幅広い識見からの意見を経営判断に
取り入れることにより、健全で透明性の高い経営の実現を図るために、平
成21年６月25日に、竹辺圭祐氏を社外取締役として選任いたしました。し
かしながら、竹辺氏は、平成27年１月31日付で辞任を申し出られ退任され
たため、当事業年度の末日において、社外取締役は在任しておりません。
当社は、社外取締役の客観性、独立性が健全な経営の実現に資するものと
考えており、平成27年６月25日開催予定の定時株主総会において、新たに
社外取締役１名を選任する予定であります。
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6.　業務の適正を確保するための体制等の整備に関する概要
　当社は、業務の有効性・効率性の向上、法令・定款の遵守、財務報告の信頼性確保、
資産の保全の目的を達成するために、取締役会において、次のとおり内部統制シス
テム構築の基本方針を決定しております。
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

①取締役は就任に当たり、宣誓書を兼ねた就任承諾書を会社に提出し、忠実にそ
の職務を行わなければならない。
②取締役は、自らのなす重要な非通例の取引、会社との取引等については、取締
役会の決議を経なければならない。
③監査役は業務監査権限を持ち、各取締役の担当業務の執行状況を確認すると
ともに、監査計画に基づき業務監査を実施し、必要な改善措置を取締役に勧告
しなければならない。
④監査役は取締役会に出席し、取締役の出席及び審議の状況を確認しなければ
ならない。
⑤取締役は、コンプライアンス及びリスク管理に必要な体制・規則を整備し、そ
の遵守と徹底に努めなければならない。　　
⑥前項の目的のために、当社は内部監査室を置く。
⑦内部監査室は、コンプライアンス及びリスク管理に関する基本事項を整備す
るとともに、内部監査を実施し、改善・向上を推進しなければならない。
⑧取締役は、法令違反行為の予防のために、内部監査室を事務局とする内部通報
制度を設置、活用する。

⑵　取締役の職務の執行にかかわる情報の保存及び管理に関する体制
①取締役は、定款及び取締役会規則に基づき、取締役会の決定に関する記録を作
成保存し、決裁文書については永年保存しなければならない。
②前項の記録及び文書については、監査役の要求があった場合、取締役は速やか
に提出しなければならない。

⑶　損失の危機の管理に関する規定その他の体制
①コンプライアンス、環境、災害、品質、輸出管理等にかかるリスクについては、
それぞれの対応部署にて、必要に応じ、規則・ガイドラインの制定、研修の実
施、マニュアルの作成・配布等を行わなければならない。
②新たに生じたリスクへの対応のために、必要な場合は取締役社長から全社に
示達するとともに、速やかに対応責任者となる取締役を定めるものとする。
③リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、取締役は速やか
に監査役に報告しなければならない。
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⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社あるいはグループ全体に影響を及ぼす重要事項について、会議の開催に
よる多面的な検討を経て慎重に決定するための仕組みとして、取締役会規則
を定める。
②採算管理の単位である事業部においても、重要事項は会議で検討を行うこと
とする。
③目標の明確な付与、採算の徹底を通じて市場競争力の強化を図るために、全社
及び各事業部門の目標値を年度予算として策定し、予算に基づく業績管理を
行うこととする。

⑸　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

①就業規則他の周知を図るため、担当取締役はこれを使用人等に掲示しなけれ
ばならない。
②取締役社長は、毎年度策定している社長方針において、法令順守を強調し、必
要に応じて、全ての使用人等に書面で配布・徹底を図ることとする。

⑹　当該会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

①当社グループは、キムラタングループが目指すべき共通の価値観、行動基準を
グループ全体で共有する。
②グループ会社は、第４条に定める内容に準じた規則・体制の整備を図るもの
とする。
③グループ会社は、当社の内部監査室及び監査役による監査に誠実に対応しな
ければならない。
④当社及びグループ会社では、グループ内の取引を公正な市価にて行うことと
する。

⑺　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項

　当社の規模及び業態に鑑み、監査役の職務を補助する使用人は設置しない。但
し、監査役が補助者を必要とするときは、担当取締役にその旨を連絡し、担当取
締役は必要な措置を講ずるものとする。

⑻　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の要請によって、その職務を補助することとなった使用人については、
担当取締役から上長に対して業務上の配慮を要請するものとする。
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⑼　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制

①取締役は、取締役会に附議、報告された案件について遅滞なく監査役に報告す
ることとする。
②内部監査室は、内部監査の方針・計画を事前に監査役に説明し、実施結果につ
いては、遅滞なく監査役に報告しなければならない。
③内部監査室は、内部通報制度による通報の状況について適宜、監査役に報告す
ることとする。
④取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直
ちに監査役に当該事実を報告しなければならない。
⑤取締役及び使用人から監査役への報告は、常勤監査役への報告をもって行う
こととする。

⑽　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、取締役会ほか重要会議に出席し、必要なときは意見を述べなければ
ならない。
②監査役は、監査役監査の計画と結果を取締役社長に適宜、報告することとす
る。
③監査役は、取締役社長と必要に応じて意見交換を実施するものとする。
④監査役は、会計監査人の独立性を確保するために、会計監査人の監査計画につ
いて事前に報告を受け、また、監査結果についても、適宜報告を受けることと
する
⑤監査役は、監査及び会計に関する知識の習得に努めなければならない。

⑾　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止す
る観点から、「キムラタンコンプライアンス方針」に従い、反社会的勢力に対し
て毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。
②反社会的勢力排除に向けた整備状況
　当社では、コンプライアンス研修の機会を通じて、全社員に対して、経営理念
及び行動指針を浸透させることをはじめとしたコンプライアンス教育及び啓
蒙活動並びに損失の危険の管理に関する教育を実施し、それぞれの意識向上
及び定着を図っております。また、経営理念・基本方針・行動規範を携行用「キ
ムラタン手帳」に記載し、全社員に配布することにより、その内容の周知徹底
を図っております。さらに、「コンプライアンスマニュアル」を作成し、行動規
範について解説を加え、より具体的な遵守項目を列挙した手引書を全社員に
配布しています｡
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（単位：百万円）

連結貸借対照表
（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

電子記録債権

商品及び製品

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

ソフトウェア

そ の 他

破産更生債権等

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

固 定 負 債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
ポイント引当金
そ の 他

長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
資産除去債務

株 主 資 本

その他の包括利益累計額

科 目 金 額 科 目 金 額

負 債 合 計

純資産合計

負債及び純資産合計資産合計

2,356

491

677

6

1 ,050

39

14

11

71

△6

208

108

11

0

94

2

30

16

13

69

218

41

22

△213

794

178
90
293
1

115
54
7
8
45

627

624
1
1

1,117

903
221
△3
△4
25

10
14

1,422

1,142

2,5652,565

純 資 産 の 部

資 本 金
資本剰余金
利益剰余金
自 己 株 式

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産
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売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

為 替 差 益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主損益調整前当期純利益 

当 期 純 利 益

連 結 損 益 計 算 書
平成26年４月 1 日から
平成27年３月31日まで

科 目 金 額

0

0

2

10

3

1

2

8

△0

4,659

2,363

2,295

2,268

27

2

14

16

4

11

7

4

4

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書

項　　目

株　主　資　本

資　本
剰余金

利　益
剰余金資本金

自己
株式

株主
資本
合計

当期首残高
当期変動額
当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

903

－
903

221

－
221

△7

4

4
△3

△4

△0

△0
△4

1,113

4
△0

－

4
1,117

項　　目 純資産合計

当期首残高
当期変動額
当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

1,124

4
△0

13

17
1,142

その他の包括利益累計額

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

11

13

13
25

8

6

6
14

繰延ヘッジ
損益

 3

6

6
10

平成26年４月 1 日から
平成27年３月31日まで
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1.　連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数及び連結子会社の名称

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数　　　　　２社
連結子会社の名称　　　　株式会社キムラタンリテール
　　　　　　　　　　　　上海可夢楽旦商貿有限公司

2.　持分法の適用に関する事項
　　　該当事項はありません。
3.　会計処理基準に関する事項
　⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　その他有価証券
　　　時価のないもの……………総平均法による原価法
　②デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ………………時価法
　③たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　　商品及び製品・仕掛品……個別法
　　　原材料………………………最終仕入原価法
　⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　有形固定資産……定率法
　　無形固定資産……定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能な期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

　　リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。な
お、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

　⑶　重要な引当金の計上基準
　①貸 倒 引 当 金……売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

　②　ポイント引当金……当社インターネット販売サイトの顧客に付与されたポイントの使用による費用
発生に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

　⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①ヘッジ会計の方法
ａ　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については
振当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

連結注記表



ｂ　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段････為替予約
　　　　　　　　　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象････外貨建買入債務及び外貨建予定取引
　　　　　　　　　　長期借入金
ｃ　ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する内部規則に基づき、リスクをヘッジしております。また、リスクヘッ
ジを目的としないデリバティブ取引は行わない方針であります。
ｄ　ヘッジ有効性評価の方法
外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し取引の実行可能性が極めて高
いことを事前に確認し、事後に検証しております。なお、振当処理によっている為替予約につ
いては、有効性の評価を省略しております。
また、金利スワップについては、特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しており
ます。

②重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換
算調整勘定に含めて計上しております。
さらに、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建買入債務については、当該為替予約の円
貨額に換算しております。
③消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
該当事項はありません。

（連結貸借対照表に関する注記）
1.　担保に供している資産及び担保に係る債務
　　譲渡担保資産
　　　　　受取手形及び売掛金　　　　　　196百万円
　　担保に係る債務
　　　　　１年内返済予定の長期借入金　　 66百万円
　　　　　長期借入金　　　　　　　　　　 91百万円
　　　　　　　合計　　　　　　　　　　   158百万円
2.　有形固定資産の減価償却累計額　　 　　189百万円

－ 18 －



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
2.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
3.　剰余金の配当に関する事項
　　　該当事項はありません。
4.　当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
　　　該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）
1.　金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金については、銀行等金
融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するため
に利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、与信管理ル
ールに従い、取引先ごとの回収及び残高管理を行い、リスクの低減を図っております。
営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日です。借入金は、主に営業取引に係る資金調達
であります。
営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、適時に資金繰計画を作成・更新するな
どの方法により管理しております。
また、外貨建の営業債務については、為替変動リスクに晒されていますが、これをヘッジするため
に、為替予約取引を行っております。一部の長期借入金の金利変動リスクについては、金利スワッ
プ取引により支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引については、内部管
理規程に従い、リスクヘッジ目的に限定し、実需の範囲で行うこととしております。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません。

－ 19 －

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期末株式数

普通株式 790,093,101

当期減少株式数

－ － 790,093,101

（単位：株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期末株式数

普通株式 83,118

当期減少株式数

312 － 83,430

（単位：株）

（注）自己株式の株式数の増加312株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（１株当たり情報に関する注記）
　　１株当たり純資産額　　　　　　　 1.45円
　　１株当たり当期純利益　　　　　　 0.01円

（重要な後発事象に関する注記）
　　該当事項はありません。

（注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産　
⑴　現金及び預金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
⑵　受取手形及び売掛金、⑶電子記録債権
　　これらは短期間で決済されますが、一部の売掛先については、信用リスクや回収期間を総
合的に勘案した回収見込み額により算定しております。
⑷　破産更生債権等
　　これらは信用リスクや回収期間を総合的に勘案した回収見込み額により算定しております。
負　債　
⑸　支払手形及び買掛金、⑹短期借入金並びに⑺未払金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
　　なお、一部の買掛金は為替予約が振当処理されており、当該買掛金は円貨建買掛金と同様
のものと扱っております（下記「デリバティブ取引」参照）。
⑻　長期借入金
　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。一部の変動金利による長期借入金は
金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利
スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される
合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。
デリバティブ取引　
　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記
⑻参照）。
　　振当処理された為替予約は、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記⑸参照）。

時　価 差　額

⑴　現金及び預金

⑵　受取手形及び売掛金

⑶　電子記録債権

⑷　破産更生債権等

　　　　資 産 計

⑸　支払手形及び買掛金

⑹　短期借入金

⑺　未払金

⑻　長期借入金　（1年内返済予定の長期借入金含む）

　　　　負 債 計

　　デリバティブ取引

連結貸借対照表
計上額　

491

677

6

218

1,394

178

90

115

917

1,301

15

491

670

6

4

1,173

178

90

115

918

1,302

15

－ 

△6

－ 

△213

△220

－ 

－ 

－ 

0

0

－ 

（百万円） （百万円）
（百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年5月19日

株式会社キ ム ラ タ ン
取　 締　 役　 会　 御中

印

印

　　公認会計士　延﨑　弘志
　　公認会計士　田村　一美

代 表 社 員
業務執行社員
代 表 社 員
業務執行社員

神 明 監 査 法 人

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社キムラ
タンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連
結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の
立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入
手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価
に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計
算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査
には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キムラタン及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上　
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（単位：百万円）

貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

現金及び預金
受 取 手 形
電子記録債権
売 掛 金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
機械及び装置
車 輌 運 搬 具
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産

商 標 権
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
電 話 加 入 権

投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
長期前払費用
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

固 定 負 債

買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払事業所税
未払消費税等
預 り 金
ポイント引当金

長 期 借 入 金
資産除去債務
リ ー ス 債 務

株 主 資 本

評価･換算差額等合計

科 目 金 額 科 目 金 額

負 債 合 計

純資産合計

負債及び純資産合計資産合計

2,300
461
15
6

665
1 ,007
39
14
19
11
11
54
△6
253
108
11
0
0
94
2
30
0
16
2
10
114
7
45
218
2
41
13

△213

787
172
90
293
1

187
12
6
1
5
9
8

627
624
1
1

1,128
903
221
221
7
7
7

△4
10
10

1,415

1,138

2,5542,554

純 資 産 の 部

資 本 金
資本剰余金

利益剰余金
　

自 己 株 式

繰延ヘッジ損益

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産
資本準備金

その他利益剰余金
　繰越利益剰余金
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売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

為 替 差 損

そ の 他

経 常 利 益

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

損　益　計　算　書

科 目 金 額

0

0

6

10

0

3

1

2

7

△ 1

4,639

2,346

2,293

2,255

37

6

14

29

4

25

6

18

（単位：百万円）
平成26年４月 1 日から
平成27年３月31日まで
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株主資本等変動計算書

項　　目

株　主　資　本
資本剰余金

資本
準備金

利益剰余金

資本金 資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

自己株式
その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

903
　
　　
　　
　　
　　
－
903

－
　
　　
　　
　　
　　
－
－

221
　
　　
　　
　　
　　
－
221

△11
　
18
　　
　　
　
18
7

△11
　
18
　　
　　
　
18
7

△4
　

　△0
　　
　

　△0
△4

その他
資本
剰余金

当期首残高
当期変動額
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

221
　
　　
　　
　　
　　
－
221

項　　目
繰延ヘッジ損益

当期首残高
当期変動額
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

3
　

 

6

6
10

株主
資本
合計

1,109

18
△0

－

18
1,128

（単位：百万円）

評価・換算差額
等合計

純資産合計
評価・換算差額等

1,112

18
△0

6

25
1,138

3
　

 

6

6
10

平成26年４月 1 日から
平成27年３月31日まで
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.　資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式
　　　総平均法による原価法
　　その他有価証券
　　　時価のないもの……………総平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ………………時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　　商品及び製品・仕掛品……個別法
　　　原材料………………………最終仕入原価法
2.　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産……定率法
　　無形固定資産……定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能な期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

　　リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。な
お、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

3.　引当金の計上基準
⑴　貸 倒 引 当 金………売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　ポイント引当金………当社インターネット販売サイトの顧客に付与されたポイントの使用による費用
発生に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

4.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　⑴　ヘッジ会計の方法
　　①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振
当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段……為替予約
　　　　　　　　　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
　　　　　　　　　　長期借入金
　　③ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する内部規則に基づき、リスクをヘッジしております。また、リスクヘッ
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ジを目的としないデリバティブ取引は行わない方針であります。
　　④ヘッジ有効性評価の方法

外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し取引の実行可能性が極めて高い
ことを事前に確認し、事後に検証しております。なお、振当処理によっている為替予約について
は、有効性の評価を省略しております。また、金利スワップについては、特例処理を採用してい
るため、有効性の評価を省略しております。

　⑵　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建買入債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
　なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建買入債務については、当該為替予約の円貨
額に換算しております。

　⑶　消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　　
（表示方法の変更に関する注記）

該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）
1.　担保に供している資産及び担保に係る債務
　　譲渡担保資産
　　　　　受取手形　　　　　　　　　 　　 5百万円
　　　　　売掛金　　　　　　　　　　　　190百万円
　　担保に係る債務
　　　　　１年内返済予定の長期借入金　　 66百万円
　　　　　長期借入金　　　　　　　　　　 91百万円
　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　158百万円
2.　有形固定資産の減価償却累計額　　 　　189百万円
3.　関係会社に対する金銭債権・債務
　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　23百万円
　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　85百万円
4.　取締役、監査役及び執行役に対する金銭債権・債務
　　該当事項はありません。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　3百万円
　　　　仕入高　　　　　　　　　　　　　10百万円
　　　　業務委託料　　　　　　　　　　553百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
1.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
（税効果会計に関する注記）
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年３月31日）
　繰延税金資産

貸倒引当金　　　　　　　　　　71　百万円
ポイント引当金　　　　　　　　2
資産除去債務　　　　　　　　　0
差入保証金　　　　　　　　　　2
棚卸資産　　　　　　　　　　　2
減損損失　　　　　　　　　　　0
繰越欠損金　　　　　　　　　467
その他　　　　　　　　　　　　2

　繰延税金資産小計　　　　　　　　　550
評価性引当額　　　　　　　△ 533

　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　16

　繰延税金負債
繰延ヘッジ損益　　　　　　　   4

　繰延税金負債合計　　　　　　　　　   4
　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　11

２.　決算日後の法人税等の税率の変更による影響額
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）、「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業
年度から法人税率等が変更されることとなりました。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、当業年度の35.6％
から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.0
％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されております。
　なお、変更後の法定実効税率を当事業年度末に適用した場合、繰延税金資産の金額（繰延税金負債
を控除した金額）が１百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が同額増加となりま
す。

（注）　自己株式の株式数の増加312株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期末株式数

普通株式 83,118

当期減少株式数

312 － 83,430

（単位：株）



（関連当事者との取引に関する注記）
1.　子会社及び関連会社等

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　（注1） 価格その他の取引条件は、当社が提示する価格を基礎として、交渉の上で決定しております。
　　（注2） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
2.　役員及び個人主要株主等

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 当社は兵庫県信用保証協会保証の金融機関借入残高55百万円に対して、代表取締役より債務保

証を受けております。なお保証料の支払は行っておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
　　１株当たり純資産額　　　　　　　 1.44円
　　１株当たり当期純利益　　　　　　 0.02円

（重要な後発事象に関する注記）
　　該当事項はありません。
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所有）
割合

科目

子会社

取引の内容

（単位：百万円）

（株）キムラタン
リテール

関連当事者
との関係

取引
金額

期末
残高

所有
直接　100％

役務の受入
役務の提供

業務委託取引
事務代行取引

553
3
未払金
未収入金

85
－

種類 会社等の名称
または氏名

議決権等の
所有（被所有）
割合

科目

役員

取引の内容

（単位：百万円）

浅川岳彦

関連当事者
との関係

取引
金額

期末
残高

被所有
直接　0.0％

当社代表取締役
債務被保証

当社銀行
借入に対する
債務被保証

55 － －

子会社
上海可夢
楽旦商貿
有限公司

所有
直接　100％ 役員の兼任

利息の受取
商品の仕入
商品の販売
ロイヤリティの受取
経費の立替払い

0
10
3
1
4

未収入金
買掛金
売掛金
未収入金
立替金

－
－
3
5
14
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年5月19日

株式会社キ ム ラ タ ン
取　 締　 役　 会　 御中

印

印

　　公認会計士　延﨑　弘志
　　公認会計士　田村　一美

代 表 社 員
業務執行社員
代 表 社 員
業務執行社員

神 明 監 査 法 人

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社
キムラタンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第52期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立
場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい
る。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について
監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上　
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第52期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査計画に基づき、監査の方針、職務の分担等を定
め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明
細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実
施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
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た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
　　⑴　事業報告等の監査結果 

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の
状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款
に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると
認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記
載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

　　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果  
会計監査人 神明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　　⑶　連結計算書類の監査結果  
会計監査人 神明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

株式会社キ ム ラ タ ン 監査役会
監査役（常　　　勤）

監査役（社外監査役）

監査役（社外監査役）

高田　新一
林　　邦雄
軸丸　欣哉

印

印

印

以上

平成27年5月19日
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第1号議案　取締役4名選任の件
現行の取締役3名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は、次のとおりであります。

4 月
4 月
7 月
7 月
6 月

2 月

12月

平成元年
平成14年
平成15年
平成16年
平成17年

平成18年

平成19年

当社入社
当社業務部部長
当社執行役員就任
当社社長室長
当社取締役就任 業務
本部長（兼）社長室長
業務本部長（兼）当社
エレクトロニクス事業
本部長
当社代表取締役社長
就任（現任）

氏　　　名 所有する当社
の株式の数

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

当社との
特別の
利害関係

候補者
番号

なし浅川岳彦
（昭和39年5月1日生） 168,000株１

あさかわたけひこ

4 月
4 月
7 月
6 月
9 月

4 月

6 月
12月

10月

4 月

4 月

昭和61年
平成15年
平成15年
平成16年
平成16年

平成18年

平成19年
平成19年

平成21年

平成24年

平成27年

当社入社
当社管理本部長
当社執行役員就任
当社商品企画室長
当社管理本部経理管
理部長
当社業務本部財務経
理部長
当社取締役就任　
当社取締役業務本部
長（兼）財務経理シス
テム部長
当社取締役執行役員
業務本部長
当社常務取締役
（現任）（財務担当）
当社常務取締役（兼）
管理部長（現任）

なし木村裕輔
（昭和38年9月6日生） 179,545株２

きむら ゆうすけ
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4 月
3 月
4 月

8 月
8 月
4 月

12月

3 月

4 月

1 月

4 月

平成 5 年
平成13年
平成13年

平成17年
平成17年
平成20年

平成20年

平成22年

平成24年

平成26年

平成27年

当社入社
当社退職
株式会社ドトールコー
ヒー入社
同社退職
当社入社
営業本部室長（兼）エ
レクトロニクス販売部
次長
営業本部室長（兼）
ショップ事業部次長
ＮＥＴ事業部次長
（兼）株式会社キムラタ
ンリテール代表取締役
社長（現任）
執行役員統合本部長
（兼）リテール事業部長
執行役員統合本部長
（兼）リテール事業部長
（兼）業務部長
統合本部長（現任）

なし岩間俊之
（昭和45年9月13日生） 136,111株３

いわま としゆき

4 月
3 月
3 月
3 月
3 月

3 月
3 月
3 月
10月

6 月
6 月

6 月
3 月

昭和50年
平成10年
平成12年
平成15年
平成16年

平成17年
平成18年
平成20年
平成20年

平成22年
平成22年

平成26年
平成27年

中小企業金融公庫入庫
同庫人事課長
同庫水戸支店長
同庫総合企画部長
同庫東京（現新宿）支
店長
同庫人事部長
同庫総務部長
同庫秘書室長
日本政策金融公庫へ
統合
同庫特別参与（総裁室
長）
同庫退職
名古屋中小企業投資育
成株式会社取締役就任
同社退任
当社顧問就任（現任）

なし鈴木鉄男
（昭和25年5月3日生） 0株４

すずき てつお

氏　　　名 所有する当社
の株式の数

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

当社との
特別の
利害関係

候補者
番号

※

※



ワールド
記念
ホール

ポートアイランド
スポーツ
センター
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第2号議案　監査役1名選任の件
　常勤監査役高田新一氏は本定時株主総会終結の時をもって任期満了に伴い退任
されますので、新たに監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役の候補者は、次のとおりであります。

4 月
7 月

6 月
6 月
2 月

10月

6 月
4 月

10月

昭和57年
平成16年

平成17年
平成19年
平成20年

平成21年

平成23年
平成24年

平成24年

当社入社
当社西日本運営部部
長
当社取締役就任
当社常務取締役就任
当社常務取締役営業
本部長
当社取締役辞任
当社執行役員事業部
管掌
当社取締役就任
当社専務取締役就任
（現）
当社専務取締役（兼）
上海可夢楽旦商貿有
限公司董事長就任
（現任）

氏　　　名 所有する当社
の株式の数

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

当社との
特別の
利害関係

候補者
番号

なし岡村秀信
（昭和34年11月1日生） 219,050株１

おかむらひでのぶ

（注）１．※は、新任の取締役候補者であります。
２．鈴木鉄男氏は社外取締役の候補者であります。
３．社外取締役候補者の選任理由
　　鈴木鉄男氏は、金融機関での豊富な経験と幅広い見識を有しており、これらを当社の経
営に活かしていただくことに期待し、社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。
４．社外取締役の独立性については、次のとおりであります。
①社外取締役候補者は、過去5年間に当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者になっ
たことはありません。
②社外取締役候補者は、過去に当社又は当社の特定関係事業者から取締役報酬以外に多額
の金銭その他の財産を受けたことはなく、今後も受ける予定はありません。

５．責任限定契約について
①鈴木鉄男氏が本総会において選任された場合、当社は同氏との間で責任限定契約を締結
する予定であります。
②責任限定契約の内容については、次のとおりであります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第
423条第1項の規定に基づき、同法第427条第1項の損害賠償責任を限定しております。
・当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、定款第30条に定める金300万円または会社法
第425条第1項各号で定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度としております。
・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がないときに限定しております。
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ポートライナー「市民広場駅」下車徒歩２分

交通のご案内

至 神戸空港駅

新神戸西明石・姫路方面 新幹線 新大阪・京都方面

阪急
JR
阪神

梅田方面

梅田方面
大阪方面

花隈方面
元町方面
元町方面

市営地下鉄

ポートアイランド

北埠頭

中埠頭

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

中公園

みなとじま

南公園

市民広場

ワールド
記念
ホール

ポートアイランド
スポーツ
センター

株主総会会場ご案内図

西神中央方面

三宮
三ノ宮
神戸三宮

市
民
広
場
駅 神戸

ポートピア
ホテル　　

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

ポ
ー
ト
ピ
ア
大
通
り

ワールド

神戸国際会議場

クオリティ
ホテル神戸




